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１ 統一的な基準による地方公会計制度の導入背景

地方公共団体の財政が厳しさを増し、国と同様、借金への依存が高まる中、地方公

共団体は今、より一層の財政の健全化に対する取組が求められています。 

また、地方分権によって国と地方の関係が見直され、地方公共団体の権限でこれ

まで以上に自由な地域経営が可能となる中、その経営状態を住民に分かりやすく説明

し、情報提供することが求められています。 

こうした背景があり、本市では平成２０年度決算から、新地方公会計のモデル

（総務省改訂モデル）に従って、事業会計や関係団体も含めた連結ベースで財務書類

４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成

し、公表していました。 

しかし、新地方公会計は、本市が採用した総務省改訂モデル以外にも基準モデル

や東京都方式等が混在しており、地方公共団体間での比較可能性が確保されていない

こと、総務省改訂モデルは複式簿記を前提としないため検証可能性が低いこと、決算

統計の投資的経費を積み上げ固定資産額を算定する方法が容認されており、固定資産

台帳の整備が進まないことなどの問題を抱えていました。 

そこで、これらを解決するため、発生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整

備、比較可能性の確保を柱とした「統一的な基準による地方公会計」の整備が国から

示されたため、これに基づき、平成２９年度から統一的な基準による財務書類の整備

を行っています。 

２ 「統一的な基準」の特徴 

（１）発生主義・複式簿記の導入

発生主義の意義としては、現金主義では見えにくいコスト（減価償却費や退職手

当引当金等）の把握が可能となることにあります。 

複式簿記の意義としては、取引を原因と結果という２つの側面から処理すること

により、ストック情報とフロー情報の両面の把握が可能となることにあります。 

※ 現金主義 現金の入出金時に帳簿をつける方法

発生主義 収入や支出の事実が発生した時点で帳簿をつける方法 

単式簿記 取引を１科目だけ記述する方法（消耗品を買った。） 

複式簿記 取引を２方面から記述する方法（消耗品を買ったので、現金が減っ

た。） 

（２）固定資産台帳の整備

固定資産台帳は、所有する全ての固定資産について、取得価額や耐用年数等のデ
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ータを網羅的に記載したものです。 

地方公会計の基礎資料となるだけでなく、公共施設等の維持管理・修繕・更新等

に係る中長期的な経費の見込みを算出することや、公共施設等総合管理計画を充

実・精緻化することが可能となります。 

（３）比較可能性の確保

これまでは、地方公共団体ごとの裁量で作成する財務書類の基準を選定すること

ができましたが、当該制度は全ての地方公共団体を対象とした統一的な財務書類の

作成基準であるため、他の団体との比較検討を容易に行うことが可能となります。 

３ 財務書類４表の構成 

  財務書類は４表から構成されており、相互の関係は以下のとおりです。 

貸借対照表 行政コスト 純資産変動 資金収支 

計算書 計算書  計算書 

（１）貸借対照表とは

一定の時点（年度末）における保有資産（土地、建物、基金、現金等）の総額と、

その資産を形成するために調達した資金の内訳を明らかにした表で、将来世代の

負担（負債）とこれまでの世代の負担（純資産）が分かります。 

表の左側が「借方」で、どのような資産をどのくらい保有しているかを示してい

ます。また、表の右側が「貸方」で、左の資産を取得するために調達した資金の

状況を示しています。 

 「借方」と「貸方」は「資産＝負債＋純資産」という関係で一致しており、貸

借対照表はバランスシートとも呼ばれています。 

（２）行政コスト計算書とは

一定の期間（一会計年度）において発生した資産形成に結びつかない行政サー

資産 

・ 

・ 

現金預金 

・ 

・ 

負債 

純資産 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

純行政コスト 

前年度末残高 

純行政コスト 

財源 

固定資産等の変動 

本年度末残高 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

前年度末残高 

本年度末残高 
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ビスの経費（行政コスト）と受益者の負担によって賄われた額が分かる表です。 

（３）純資産変動計算書とは

貸借対照表の中で示されている「純資産」が、一会計年度中にどのように変動

したかを明らかにした表です。 

（４）資金収支計算書とは

一会計年度中のお金の動きを明らかにした表で、歳計現金（資金）の増減額と残

高が分かります。 

歳計現金は、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務活動収支」の３区分

により表示します。 

また、資金収支計算書の資金の範囲には含みませんが、歳計外現金を本表の欄外

注記として表示します。 

４ 財務書類の作成基準

（１）財務書類の対象となる団体

  一般会計等財務書類 

・一般会計

・新座都市計画事業新座駅北口土地区画整理事業特別会計

・新座都市計画事業大和田二・三丁目地区土地区画整理事業特別会計

上記の各会計を合算し、相互の資金の動きを相殺したものを指します。 

全体財務書類 

・一般会計等

・国民健康保険事業特別会計

・介護保険事業特別会計

・後期高齢者医療事業特別会計

・水道事業会計

・公共下水道事業会計

一般会計等に上記の各会計を合算し、相互の資金の動きを相殺したものを指し

ます。 

連結財務書類 

・全体会計

・朝霞地区一部事務組合

・志木地区衛生組合

・埼玉県市町村総合事務組合

・彩の国さいたま人づくり広域連合

・埼玉県後期高齢者医療広域連合
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・公益財団法人新座市スポーツ協会

全体会計に地方公共団体の関連団体を加え、相互の資金の動きを相殺したもの

を指します。 

（２）基準とする時点・期間

基準とする時点は令和４年３月３１日（令和３年度末）とし、基準とする期間

は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までとします。ただし、令和４年

４月１日から令和４年５月３１日までの地方自治法第２３５条の５に規定する出

納整理期間を含みます。 

（３）仕訳の方法

取引の都度、伝票ごとにリアルタイムで複式簿記の仕訳を行う日々仕訳を採用し

ています。 
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５　一般会計等財務書類
貸借対照表

（令和 4年 3月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 119,945,973 固定負債 51,051,983 

有形固定資産 118,820,859 地方債 47,319,972 
事業用資産 86,454,068 長期未払金 - 

土地 52,789,784 退職手当引当金 3,539,993 
立木竹 - 損失補償等引当金 2,001 
建物 66,988,813 その他 190,017 
建物減価償却累計額 △ 37,813,614 流動負債 5,287,552 
工作物 10,062,843 １年内償還予定地方債 4,665,564 
工作物減価償却累計額 △ 5,966,848 未払金 10,038 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 387,827 
航空機 - 預り金 45,754 
航空機減価償却累計額 - その他 178,369 
その他 - 56,339,535 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 393,091 固定資産等形成分 127,475,779 

インフラ資産 32,098,754 余剰分（不足分） △ 52,564,024
土地 25,216,798 
建物 449,875 
建物減価償却累計額 △ 306,852
工作物 24,494,081
工作物減価償却累計額 △ 19,707,094
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 1,951,944 

物品 1,765,419 
物品減価償却累計額 △ 1,497,381

無形固定資産 1,026 
ソフトウェア 1,026 
その他 - 

投資その他の資産 1,124,088 
投資及び出資金 445,113 

有価証券 2,500 
出資金 38,312 
その他 404,301 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 524,633 
長期貸付金 13,884 
基金 247,068 

減債基金 - 
その他 247,068 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 106,611

流動資産 11,305,317
現金預金 3,544,661
未収金 233,874 
短期貸付金 8,127 
基金 7,521,678 

財政調整基金 7,521,678 
減債基金 - 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 3,024 74,911,755 

131,251,290 131,251,290 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【用語解説】 

◎ 有形固定資産

土地、建物、工作物など、長期間に渡り行政サービスを提供するために使用する資産

◎ 事業用資産

インフラ資産及び物品以外の有形固定資産。庁舎や保育園、公民館などの施設に係る土

地や建物など 

◎ インフラ資産

道路、橋梁、公園などの施設に係る土地や建物など

◎ 建設仮勘定

固定資産として取得するまでに複数年を要する事業で、本年度までに支出した当該事業

に要した費用を集計したもの 

◎ 無形固定資産

財務会計システムなどのうち、本市が所有するもの及び特許権、著作権などの権利（減

価償却累計額をあらかじめ控除して表示） 

◎ 徴収不能引当金

回収困難と見込まれる貸付金、長期延滞債権など

市税などの歳入について、過去５年間の不能欠損の状況から欠損率を算出し、計上

◎ 退職手当引当金

年度末に全職員が退職すると想定した場合に支給する退職手当額

◎ 賞与等引当金

翌年６月に支払う期末・勤勉手当等のうち、基準日時点までの期間に対応するもの

◎ 純資産

資産形成のために使った資金

◎ 固定資産等形成分

資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外の形態で保有される。

自治体が調達した資源を充当して形成した資産の残高（減価償却累計額控除後）を表す。 

◎ 余剰分（不足分）

地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有される。た

だし、当該項目が負数であっても、財政状況の不健全性を示すものではない。 

【分析】 

資産は１，３１２億５，１２９万円、負債は５６３億３，９５３万５千円で、資産のうち 

４２．９％を負債で賄っている状況です。 

資産の部では、有形固定資産が１，１８８億２，０８５万９千円と前年度から１８０億 

４，５６４万６千円減少し、資産全体の９０．５％を占めています。有形固定資産のほか、無

形固定資産は１０２万６千円、投資その他の資産は１１億２，４０８万８千円、また、現金や

短期の貸付金等の流動資産は１１３億５３１万７千円となっています。 

負債の部では、翌年度に支払期日が到来する流動負債が５２億８，７５５万２千円、それ以

外の固定負債は５１０億５，１９８万３千円となっており、負債合計は前年度から１２億 

６９６万２千円減少しています。純資産の部では、固定資産等形成分が１，２７４億 

７，５７７万９千円、余剰分（不足分）が５２５億６，４０２万４千円となっています。 
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行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 50,793,573 

業務費用 22,051,423 

人件費 7,470,325 

職員給与費 5,941,648 

賞与等引当金繰入額 387,827 

退職手当引当金繰入額 2,839 

その他 1,138,011 

物件費等 13,821,329 

物件費 11,313,673 

維持補修費 278,521 

減価償却費 2,229,135 

その他 - 

その他の業務費用 759,770 

支払利息 221,429 

徴収不能引当金繰入額 102,286 

その他 436,054 

移転費用 28,742,150 

補助金等 16,200,310 

社会保障給付 9,120,193 

他会計への繰出金 3,077,906 

その他 343,742 

経常収益 1,422,025 

使用料及び手数料 540,685 

その他 881,340 

純経常行政コスト 49,371,548 

臨時損失 219,774 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 218,986 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 788 

臨時利益 267,163 

資産売却益 267,163 

その他 - 

純行政コスト 49,324,160 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目
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【用語解説】 

◎ 経常費用

行政サービスを提供するために要した経費

◎ 賞与等引当金繰入額

賞与等引当金の当該会計年度発生額

◎ 退職手当引当金繰入額

退職手当引当金の当該会計年度発生額

◎ 減価償却費

当該年度における有形固定資産の価値の減少額

◎ 移転費用

住民や関係団体への補助金、児童手当や生活保護費などの社会保障給付としての

扶助費、他会計への繰出金など 

◎ 他会計への繰出金

国民健康保険事業特別会計などへの支出。一般会計等を構成する新座都市計画事

業新座駅北口土地区画整理事業特別会計、新座都市計画事業大和田二・三丁目地区

土地区画整理事業特別会計に対する繰出金は、相殺消去されるため含まれない。 

◎ 経常収益

行政サービスの対価として利用者が支払う使用料など

◎ 純経常行政コスト

経常費用と経常収益との収支

◎ 純行政コスト

純経常行政コストに臨時損失及び臨時利益を差し引きしたもの。当該コストは次

頁「純資産変動計算書」において、市税や国県補助金によって賄われる。 

【分析】 

経常費用については５０７億９，３５７万３千円、経常収益は１４億２，２０２万５

千円となっており、純経常行政コストは４９３億７，１５４万８千円となっています。 

経常費用の内訳としては、住民への補助金や児童手当、生活保護費などの移転費用が

２８７億４，２１５万円で全体の５６．６％を占めています。次に多いのが委託料や減

価償却費などの物件費等となっており、１３８億２，１３２万９千円で全体の 

２７．２％、次いで人件費の１４．７％、その他の業務費用１．５％と続きます。令和

２年度に特別定額給付金を始めとした各種給付金の給付を行ったことなどにより、本年

度の移転費用は前年度から１４１億２，０６８万８千円減少しています。 

そのため、住民一人当たりの純経常行政コストについては、３０万６千円（５０７億

９，３５７万３千円÷１６万５，７４１人）となっており、昨年度の３９万１千円 

（６４９億２，８８４万７千円÷１６万６，２４７人）から８万５千円減少しています。 
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純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 87,307,186 141,034,479 △ 53,727,293

純行政コスト（△） △ 49,324,160 △ 49,324,160

財源 54,595,453 54,595,453

税収等 33,858,077 33,858,077

国県等補助金 20,737,377 20,737,377

本年度差額 5,271,294 5,271,294 

固定資産等の変動（内部変動） 4,108,024 △ 4,108,024

有形固定資産等の増加 2,268,294 △ 2,268,294

有形固定資産等の減少 △ 2,647,729 2,647,729

貸付金・基金等の増加 7,761,675 △ 7,761,675

貸付金・基金等の減少 △ 3,274,216 3,274,216

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 17,666,724 △ 17,666,724

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 12,395,431 △ 13,558,700 1,163,270 

本年度末純資産残高 74,911,755 127,475,779 △ 52,564,024

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 合計
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【用語解説】 

◎ 前年度末純資産残高

前年度の純資産残高。前年度の貸借対照表の年度末純資産額と一致する。

◎ 純行政コスト（△）

行政コスト計算書（前頁）の収支差額が反映される。

◎ 税収等

市税や地方交付税など。他会計繰入金として収入したものも税収等に含まれるが、

一般会計から区画整理事業特別会計に繰出されたものなど、一般会計等財務書類を

構成する会計間の収入は、相殺消去されるため含まれない。 

◎ 国県等補助金

国・県からの負担金、補助金等

◎ 固定資産等の変動（内部変動）

有償で固定資産を取得した場合、貸借対照表の資産の部において、該当する資産

が増加し、同額の現金預金が減少する。貸付金や基金などについても同様に複式仕

訳を切ることで、最終的に貸借が一致するようになっている。 

しかし、前述したとおり、地方公共団体が調達した資源を充当して資産形成を行

った場合、その資産の残高は固定資産形成分として純資産に計上する必要がある。 

このため、資産の保持形態が変わった場合、当該項目において内訳を変更する。 

◎ 無償所管換等

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など

◎ 本年度末純資産残高

貸借対照表の純資産合計と一致する。

【分析】 

純資産は、１年間の行政活動で前年度から１２３億９，５４３万１千円減り、７４９

億１，１７５万５千円となりました。

純資産は、これまでの世代が資産形成のために負担してきた分を表していますので、

純資産が減ったということは、将来世代に引き継がれる資産が減少したこと、又は将来

世代に引き継がれる負債が増加したことを意味します。 

純資産の増減額は、税収などによる収入や補助金等受入などの収入である財源から純

行政コストを差し引くことによって求められます。 

本年度は、新たな道路台帳の整備に併せて資産評価額の見直しを行ったことにより、

純資産残高は前年度末から減少しています。 
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資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 48,571,297 

業務費用支出 19,829,147 
人件費支出 7,504,749 
物件費等支出 11,685,839 
支払利息支出 221,429 
その他の支出 417,130 

移転費用支出 28,742,150 
補助金等支出 16,200,310 
社会保障給付支出 9,120,193 
他会計への繰出支出 3,077,906 
その他の支出 343,742 

業務収入 55,478,857 
税収等収入 33,897,473 
国県等補助金収入 20,325,767 
使用料及び手数料収入 541,048 
その他の収入 714,569 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 6,907,560 
【投資活動収支】

投資活動支出 9,251,949 
公共施設等整備費支出 1,899,427 
基金積立金支出 7,299,299 
投資及び出資金支出 47,003 
貸付金支出 6,220 
その他の支出 - 

投資活動収入 3,383,439 
国県等補助金収入 411,610 
基金取崩収入 2,765,364 
貸付金元金回収収入 12,019 
資産売却収入 194,446 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 5,868,510
【財務活動収支】

財務活動支出 4,719,095 
地方債償還支出 4,478,755 
その他の支出 240,340 

財務活動収入 3,717,900 
地方債発行収入 3,717,900 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 1,001,195
本年度資金収支額 37,855 
前年度末資金残高 3,461,052 
本年度末資金残高 3,498,907 

前年度末歳計外現金残高 58,845 
本年度歳計外現金増減額 △ 13,092
本年度末歳計外現金残高 45,754 
本年度末現金預金残高 3,544,661 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目
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【用語解説】 

◎ 業務支出

人件費、委託料、支払利息などの自治体業務を行うために支出された金額である

業務費用支出と市民に対する補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障給付を

行うために支出された金額である移転費用支出の合計 

◎ 業務収入

地方税、地方譲与税、地方交付税などの税収等収入や業務活動に伴い国や県から

受領した補助金等の収入 

◎ 臨時支出

災害が発生した場合、その復旧のために支出した金額

◎ 投資活動支出

有形固定資産の取得に要した支出である公共施設等整備費支出や基金積立金支出

など 

◎ 投資活動収入

有形固定資産の取得に伴い国や県から受領した補助金等の収入や基金の取崩収入、

市有地の売却に伴う収入など 

◎ 財務活動支出

地方債の償還に係る支出。リース料の固定資産形成分をリース開始から２年度

目以降に支払う場合も財務活動支出に当たる。 

◎ 財務活動収入

地方債の発行に伴う収入

◎ 前年度末資金残高

前年度の資金残高。前年度の貸借対照表の現金預金と一致する。

◎ 本年度末歳計外現金残高

法令に基づいて地方公共団体が出納、保管している現金。市の所有している現金

ではないため、「歳計現金」とは区別し経理している資金。職員の給与に係る源泉

徴収所得税や入札保証金など 

◎ 本年度末現金預金残高

本年度末資金残高に本年度末歳計外現金残高を合算した金額。貸借対照表の現金

預金と一致する。 

【分析】 

業務活動収支については、業務収入が国県等補助金収入の減少により１１８億 

４，９４６万２千円減少した一方、業務支出も補助金等支出の減少により前年度と比較

して１３８億２，９０７万１千円減少したことから、業務活動収支は６９億７５６万円

の黒字となっています。また、投資活動収支が５８億６，８５１万円、財務活動収支が

１０億１１９万５千円の赤字となっていますが、業務活動収支の黒字分を下回っている

ため、本年度資金収支額は黒字となり、本年度末の現金預金残高は３５億４，４６６万

１千円となっています。 
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６　全体財務書類
全体貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 191,436,271 固定負債 102,691,443 

有形固定資産 186,421,340 地方債等 60,940,379 
事業用資産 86,454,111 長期未払金 - 

土地 52,789,784 退職手当引当金 3,680,477 
立木竹 - 損失補償等引当金 2,001 
建物 66,988,813 その他 38,068,586 
建物減価償却累計額 △ 37,813,614 流動負債 7,328,184 
工作物 10,063,252 １年内償還予定地方債等 5,978,099 
工作物減価償却累計額 △ 5,967,214 未払金 561,544 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 412,136 
航空機 - 預り金 45,754 
航空機減価償却累計額 - その他 330,650 
その他 - 110,019,626 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 393,091 固定資産等形成分 200,627,606 

インフラ資産 98,073,060 余剰分（不足分） △ 101,310,249
土地 27,047,281 
建物 907,931 
建物減価償却累計額 △ 611,351
工作物 108,581,770 
工作物減価償却累計額 △ 39,876,994
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 2,024,423 

物品 5,735,582 
物品減価償却累計額 △ 3,841,412

無形固定資産 3,343,250
ソフトウェア 1,026 
その他 3,342,223 

投資その他の資産 1,671,682 
投資及び出資金 40,812 

有価証券 2,500 
出資金 38,312 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 960,292 
長期貸付金 14,178 
基金 942,788 

減債基金 - 
その他 942,788 

その他 515 
徴収不能引当金 △ 286,904

流動資産 17,900,713
現金預金 7,537,256
未収金 1,030,050
短期貸付金 8,127 
基金 9,183,207 

財政調整基金 9,183,207 
減債基金 - 

棚卸資産 483 
その他 149,530 
徴収不能引当金 △ 7,941

繰延資産 - 99,317,358 
209,336,984 209,336,984 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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全体行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 80,373,212 

業務費用 27,979,819 

人件費 7,738,168 

職員給与費 6,051,369 

賞与等引当金繰入額 404,020 

退職手当引当金繰入額 2,839 

その他 1,279,939 

物件費等 18,465,123 

物件費 11,823,011 

維持補修費 360,848 

減価償却費 5,343,340 

その他 937,924 

その他の業務費用 1,776,527 

支払利息 455,702 

徴収不能引当金繰入額 286,139 

その他 1,034,686 

移転費用 52,393,393 

補助金等 42,943,252 

社会保障給付 9,106,362 

他会計への繰出金 - 

その他 343,780 

経常収益 5,545,578 

使用料及び手数料 4,081,002 

その他 1,464,576 

純経常行政コスト 74,827,634 

臨時損失 220,571 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 218,986 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 1,585 

臨時利益 268,976 

資産売却益 267,163 

その他 1,813 

純行政コスト 74,779,229 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目
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全体純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 110,999,817 215,413,276 △ 104,413,459

純行政コスト（△） △ 74,779,229 △ 74,779,229

財源 79,929,337 79,929,337

税収等 44,418,229 44,418,229

国県等補助金 35,511,108 35,511,108

本年度差額 5,150,107 5,150,107 

固定資産等の変動（内部変動） 2,114,215 △ 2,114,215

有形固定資産等の増加 3,350,047 △ 3,350,047

有形固定資産等の減少 △ 5,832,565 5,832,565

貸付金・基金等の増加 8,934,822 △ 8,934,822

貸付金・基金等の減少 △ 4,338,090 4,338,090

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 16,969,339 △ 16,969,339

その他 136,772 69,454 67,318 

本年度純資産変動額 △ 11,682,459 △ 14,785,670 3,103,211 

本年度末純資産残高 99,317,358 200,627,606 △ 101,310,249

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 合計
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全体資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 74,882,585 

業務費用支出 22,489,191 
人件費支出 7,771,940 
物件費等支出 13,223,506 
支払利息支出 455,702 
その他の支出 1,038,043 

移転費用支出 52,393,393 
補助金等支出 42,943,252 
社会保障給付支出 9,106,362 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 343,780 

業務収入 83,913,452 
税収等収入 44,456,888 
国県等補助金収入 35,092,239 
使用料及び手数料収入 4,099,727 
その他の収入 264,598 

臨時支出 797 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 797 

臨時収入 9,072 
業務活動収支 9,039,142 
【投資活動収支】

投資活動支出 11,648,997 
公共施設等整備費支出 3,554,224 
基金積立金支出 8,088,545 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 6,220 
その他の支出 8 

投資活動収入 4,286,209 
国県等補助金収入 808,289 
基金取崩収入 3,232,083 
貸付金元金回収収入 12,181 
資産売却収入 194,446 
その他の収入 39,210 

投資活動収支 △ 7,362,788
【財務活動収支】

財務活動支出 6,091,140 
地方債等償還支出 5,850,800 
その他の支出 240,340 

財務活動収入 4,690,700 
地方債等発行収入 4,690,700 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 1,400,440
本年度資金収支額 275,915 
前年度末資金残高 7,215,587 
本年度末資金残高 7,491,502 

前年度末歳計外現金残高 87,931 
本年度歳計外現金増減額 △ 42,178
本年度末歳計外現金残高 45,754 
本年度末現金預金残高 7,537,256 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目
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７　連結財務書類
連結貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 197,977,583 固定負債 106,193,255 

有形固定資産 190,904,018 地方債等 62,058,137 
事業用資産 90,241,863 長期未払金 - 

土地 54,384,032 退職手当引当金 6,050,140 
立木竹 - 損失補償等引当金 2,001 
建物 70,422,632 その他 38,082,976 
建物減価償却累計額 △ 40,080,009 流動負債 7,730,003 
工作物 10,262,098 １年内償還予定地方債等 6,043,451 
工作物減価償却累計額 △ 6,079,536 未払金 588,167 
船舶 1,351 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 △ 1,013 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 507,275 
航空機 - 預り金 256,360 
航空機減価償却累計額 - その他 334,751 
その他 - 113,923,258 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 1,332,309 固定資産等形成分 206,482,290 

インフラ資産 98,073,060 余剰分（不足分） △ 96,711,705
土地 27,047,281 他団体出資等分 - 
建物 907,931 
建物減価償却累計額 △ 611,351
工作物 108,581,770 
工作物減価償却累計額 △ 39,876,994
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 2,024,423 

物品 13,198,879 
物品減価償却累計額 △ 10,609,783

無形固定資産 3,343,476
ソフトウェア 1,026 
その他 3,342,450 

投資その他の資産 3,730,089 
投資及び出資金 15,812 

有価証券 2,500 
出資金 13,312 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 960,292 
長期貸付金 14,178 
基金 3,026,195 

減債基金 - 
その他 3,026,195 

その他 515 
徴収不能引当金 △ 286,904

流動資産 25,716,260
現金預金 15,123,901
未収金 1,042,573
短期貸付金 8,127 
基金 9,399,587 

財政調整基金 9,399,587 
減債基金 - 

棚卸資産 483 
その他 149,530 
徴収不能引当金 △ 7,941

繰延資産 - 109,770,585 
223,693,843 223,693,843 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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連結行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 96,436,971 

業務費用 31,025,518 

人件費 9,213,169 

職員給与費 7,379,344 

賞与等引当金繰入額 499,162 

退職手当引当金繰入額 35,323 

その他 1,299,340 

物件費等 20,022,704 

物件費 12,878,284 

維持補修費 663,749 

減価償却費 5,542,746 

その他 937,925 

その他の業務費用 1,789,646 

支払利息 457,894 

徴収不能引当金繰入額 286,139 

その他 1,045,613 

移転費用 65,411,453 

補助金等 38,987,929 

社会保障給付 26,077,838 

他会計への繰出金 - 

その他 345,686 

経常収益 5,982,225 

使用料及び手数料 4,366,499 

その他 1,615,727 

純経常行政コスト 90,454,746 

臨時損失 222,753 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 221,167 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 1,585 

臨時利益 268,976 

資産売却益 267,163 

その他 1,813 

純行政コスト 90,408,523 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目

19



連結純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 117,688,657 219,917,788 △ 102,229,132 0 

純行政コスト（△） △ 90,408,523 △ 90,408,523 0 

財源 99,302,707 99,302,707 0 

税収等 58,888,811 58,888,811 0 

国県等補助金 40,413,896 40,413,896 0 

本年度差額 8,894,184 8,894,184 0 

固定資産等の変動（内部変動） 3,462,481 △ 3,462,481

有形固定資産等の増加 4,763,175 △ 4,763,175

有形固定資産等の減少 △ 6,034,152 6,034,152

貸付金・基金等の増加 9,260,976 △ 9,260,976

貸付金・基金等の減少 △ 4,527,517 4,527,517

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 16,969,339 △ 16,969,339

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 6,650 1,906 4,744 

その他 150,433 69,454 80,979 

本年度純資産変動額 △ 7,918,072 △ 13,435,498 5,517,426 0 

本年度末純資産残高 109,770,585 206,482,290 △ 96,711,705 0 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目 合計

20



連結資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 90,760,806 

業務費用支出 25,309,601 
人件費支出 9,223,971 
物件費等支出 14,584,656 
支払利息支出 457,894 
その他の支出 1,043,080 

移転費用支出 65,451,205 
補助金等支出 39,021,887 
社会保障給付支出 26,077,838 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 351,480 

業務収入 103,462,679 
税収等収入 58,926,107 
国県等補助金収入 39,917,451 
使用料及び手数料収入 4,244,281 
その他の収入 374,841 

臨時支出 797 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 797 

臨時収入 9,072 
業務活動収支 12,710,147 
【投資活動収支】

投資活動支出 13,113,367 
公共施設等整備費支出 4,693,657 
基金積立金支出 8,413,482 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 6,220 
その他の支出 8 

投資活動収入 4,738,018 
国県等補助金収入 1,070,671 
基金取崩収入 3,421,510 
貸付金元金回収収入 12,181 
資産売却収入 194,446 
その他の収入 39,210 

投資活動収支 △ 8,375,349
【財務活動収支】

財務活動支出 6,151,079 
地方債等償還支出 5,907,265 
その他の支出 243,814 

財務活動収入 5,451,351 
地方債等発行収入 5,451,351 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 699,727
本年度資金収支額 3,635,071 
前年度末資金残高 11,232,673 
比例連結割合変更に伴う差額 △ 188
本年度末資金残高 14,867,556 

前年度末歳計外現金残高 297,052 
本年度歳計外現金増減額 △ 40,707
本年度末歳計外現金残高 256,345 
本年度末現金預金残高 15,123,901 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

科目

21



 

【全体財務諸表の分析】 

全体財務書類は一般会計等財務書類に地方公営事業会計を加え、相互の資金の動きを

相殺し作成しています。 

貸借対照表では一般会計等と比較し、資産が７８０億８，５６９万４千円、負債が 

５３６億８，００９万１千円増加し、前年度と比較すると資産総額は１４５億 

６，０１６万５千円減少していますが、これは、新たな道路台帳の整備に併せて資産評

価額の見直しを行ったためです。 

行政コスト計算書では一般会計等と比較して純経常行政コストが２５４億５，６０８

万６千円増加していますが、これは全体財務諸表において合算された国民健康保険事業

特別会計、介護保険事業特別会計及び後期高齢者医療事業特別会計において移転費用の

うち補助金等が多額に計上されているためです。 

資金収支計算書では一般会計等と比較して投資活動収支の赤字分が１４億９，４２７

万８千円増加している一方、業務活動収支について一般会計等と比較して黒字分が２１

億３，１５８万２千円増加しています。本年度の資金収支額については前年度の全体財

務書類と比較して２１億１，７４８万８千円減少しており、本年度末現金預金残高につ

いては前年度の全体財務書類と比較して２億３，３７３万７千円増の７５億３，７２５

万６千円となっています。 

 

 

【連結財務諸表の分析】 

連結財務書類は全体財務書類に一部事務組合や広域連合、第三セクター等の関連団体

を本市の経費負担割合や持分割合を乗じて加え、相互の資金の動きを相殺して作成して

います。 

貸借対照表においては、全体財務書類と比較して資産が１４３億５，６８５万９千円

増加し、負債も３９億３６３万２千円増加しています。 

行政コスト計算書では全体財務書類と比較して純経常行政コストが１５６億 

２，７１１万２千円増加していますが、これは移転費用のうち社会保障給付が１６９億

７，１４７万６千円増加したためです。この要因としては連結財務諸表において合算さ

れた後期高齢者広域連合において社会保障給付が約１７０億円計上されているためであ

り、急速に伸展する高齢化の影響を反映した数値となっています。 

資金収支計算書では投資活動収支の赤字分が全体財務書類と比較して１０億 

１，２５６万１千円増加している一方、業務活動収支の黒字分は全体財務書類と比較し

て３６億７，１００万５千円増加しています。本年度の資金収支額については、前年度

の連結財務書類と比較して２２億６，３３７万１千円減少しており、本年度末現金預金

残高については前年度の連結財務書類と比較して３５億９，４１７万６千円増の１５１

億２，３９０万１千円となっています。 

22



1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券･･････････････････････該当ありません
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････該当ありません
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････取得原価
③　出資金
　ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････該当ありません
　イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　 　６年～５０年
　　　　工作物 １０年～６０年
　　　　物品　 　２年～２０年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及び
　　　リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　  　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　  　･･････････保有していない

(4)　引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　　未収金、長期延滞債権及び長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込
　額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　本市は総合事務組合に加入しているため、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退
　職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち本市へ按分され
　る額を加算し、退職手当債務から控除した額を計上しています。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規
　定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、
　それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が
　　３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

８　一般会計等財務書類に係る注記
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(6) 資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が１００万円以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

② 資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円未満であるときに修繕費として処理しています。

2　重要な会計方針の変更等
(1) 会計方針の変更

該当ありません。

3　重要な後発事象
(1) 主要な業務の改廃

該当ありません。

4　偶発債務
(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当ありません。

5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1) 対象範囲

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　一般会計
　　新座都市計画事業新座駅北口土地区画整理事業特別会計
　　新座都市計画事業大和田二・三丁目地区土地区画整理事業特別会計

(2) 出納整理期間について
地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

(3) 表示金額単位
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

　実質赤字比率 －（赤字額なし）
　連結実質赤字比率　　－（赤字額なし）
　実質公債費比率 ５．１％
　将来負担比率 ２５．３％

(5) 繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越事業に係る将来の支出予定額　１，８８４，０９５千円

6　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1) 売却可能資産

売却可能資産の範囲は次のとおりです。
市場性を有するもの、土地については以下のとおりです。
ア 市街化区域
イ 接道地
ウ 整形地
エ 延床面積９０㎡以上の建物が建築可能

(2) 地方交付税措置のある地方債
地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれる

ことが見込まれる金額　２７，５２５，７８１千円
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(3) 将来負担に関する情報
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

　　標準財政規模 ３２，１９２，２０８千円
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 　２，８９５，１１５千円
　　将来負担額 ６２，５７４，９３８千円
　　充当可能基金額 ５５，１３３，６７４千円

(4) 自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
３６８，３８６千円

7　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）
(1) 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分（不足分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

8　追加情報（資金収支計算書に係るもの）
(1) 基礎的財政収支

５，７９４，４１４千円

(2) 一時借入金
該当ありません

(3) 重要な非資金取引
重要な非資金取引は以下のとおりです。

　　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　該当ありません
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